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酒田港港湾脱炭素化推進計画策定の背景と経緯

令和5年3月
「酒田港脱炭素化推進協議会」
へ法定協議会として名称変更

令和4年10月
「酒田港カーボンニュートラル
ポート協議会」を設置

令和2年8月
山形県が「ゼロカーボンやまがた2050」を宣言

令和3年12月
国交省が「カーボンニュートラルポート（ＣＮＰ）の形成に
向けた施策の方向性」を取りまとめ

令和4年11月
港湾法の改正により「港湾脱炭素化推進協議会」
「港湾脱炭素化推進計画」制度が創設

CNPのイメージ

令和6年3月
「酒田港港湾脱炭素化推進計画」を策定

出典︓国土交通省資料

港湾・臨海部にはＣＯ２排出量の
約６割を占める産業の多くが集積し
ている。
産業の構造転換及び競争⼒の強

化に貢献するため、ＣＮＰの形成を
図る取組を官⺠が連携して進める必
要がある。

公開ページ

令和3年9月
「酒田港カーボンニュートラル
ポート検討会」で検討開始
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酒田港脱炭素化推進協議会等の開催履歴

年度 月 日 項 目 内 容

令和4年度 10月7日 第1回CNP協議会 ・CNP協議会設⽴ ・CNP計画の主旨

12月23日 第2回CNP協議会 ・温室効果ガス排出量の推計、削減目標

3月17日 第3回CNP協議会 ・規約改正(脱炭素化推進協議会へ名称変更) ・中間とりまとめ

令和5年度 8月28日 第1回協議会 ・酒田港港湾脱炭素化推進計画（素案）の概要

12月22日 第2回協議会 ・酒田港港湾脱炭素化推進計画（素案）、概要と全文

2月22日 パブリック・コメント ・酒田港港湾脱炭素化推進計画（案） （2/22〜3/6）

3月25日 計画策定 ・酒田港港湾脱炭素化推進計画の公表、送付

令和6年度 2月12日 第3回協議会 ・取組状況の報告 ・酒田港港湾脱炭素化推進計画の変更

開催状況（R5.12.22）
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港湾脱炭素化促進事業について

港湾脱炭素化推進計画（目次）
１．基本的な方針

２．港湾脱炭素化推進計画の目標

３．港湾脱炭素化促進事業

４．計画の達成状況の評価

５．計画期間

６．その他（将来の構想、ロードマップ等）

▶ 港湾脱炭素化促進事業 とは ・・・
計画の目標を達成するために現在実施している、又は実施を予定してい

る事業。当該事業は、法令等に基づく各種⽀援措置の対象となるもので
あることから、関係者と調整を⾏ったうえで定めることとする。
⇒ 具体化している取組

※ 定めることができないものは、将来の構想へ記載する。

▶ 事業を定めるときは、あらかじめ実施主体の同意を得なければならない。
（港湾法︓第50条の２第２項第３号、第50条の２第５項）

▶ 当該事業は以下の２種類に分けられる。

温室効果ガスの排出量の削減並びに
吸収作用の保全及び強化に関する事業

港湾・臨海部の脱炭素化に貢献する事業

0.1
▲0.1 ▲0.1 ▲0.1 ▲0.1

温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量

2.0

42.1 40.1

吸収後
42.0

吸収後
0.0

2013年度 2025年度 2030年度 2050年度
（基準年度）

[▲5％] [▲50％] [▲100％]

21.0

42.0

21.1

吸収後
21.0

吸収後
40.0

（⻑期）（中期）（短期）

吸
収

排
出

■ 削減量
■ 排出量
■ 吸収量

(万トン)

酒田港における温室効果ガス排出量の削減イメージ

▶ 脱炭素化の促進を図るもの。目標である酒田港での
ＣＯ２排出量を直接的に削減する事業。

▶ 脱炭素化に資する港湾の効果的な利用に関するもの。
酒田港や県全体のＣＯ２排出量の削減に貢献する
事業。



【ふ頭内】

【ふ頭外】

凡例

： 温室効果ガスの排出量の削減並びに吸収作用の保全及び強化に関する事業

： 港湾・臨海部の脱炭素化に貢献する事業

照明のLED化・港湾施設の再エネ電力化
【山形県(港湾管理者)】

風力発電 【(同)JRE新酒田風力】

風力発電 【コスモエコパワー㈱】

風力発電 【コスモエコパワー㈱】

水素吸蔵合金を用いた水素貯蔵容器の製造・販売
【日本重化学工業㈱山形事業所】

次世代バイオディーゼル燃料の供給 【カメイ㈱】

石炭火力発電におけるバイオマス混焼 【酒田共同火力発電㈱】

バイオマス発電 【サミット酒田パワー㈱】

バイオマス発電 【鳥海南バイオマスパワー㈱】

メガソーラー 【酒田港メガソーラーパーク(同)】

臨港道路照明のLED化、事務所等の再エネ電力化
【山形県(港湾管理者)】

水素ボイラーの導入 【東北東ソー化学㈱酒田工場】

太陽光発電設備の導入・工場の再エネ電力化
【花王㈱】

工場の再エネ電力化
【TDKエレクトロニクスファクトリーズ㈱】

電動フォークリフトの導入 【酒田海陸運送㈱】

9

 事業の一部について取組状況や最近の動向を示す。

港湾脱炭素化促進事業の取組状況

① ②

③

︓今回報告事業

④

① ②
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大浜ふ頭上屋

高砂ふ頭上屋

宮海ふ頭上屋

古湊ふ頭上屋

⻄ふ頭上屋

 上屋および臨港道路において、照明灯のＬＥＤ化を実施中。

① 照明灯のＬＥＤ化

主な事業箇所事業効果（目安）
種別 水銀ランプ LEDランプ

消費電⼒/台 745W 194W

光源寿命 12,000時間 60,000時間約5倍⻑持ち

※ 上屋照明灯の効果、水銀ランプ700W相当で比較
※ （出典）TOSHIBA資料より

約74％削減

上屋
進捗率（令和６年度末⾒込み）︓７１％

臨港道路
進捗率（令和６年度末⾒込み）︓７０％
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② 港湾施設における再エネ電⼒化

 港湾事務所（海洋センター含む）および高砂ふ頭（酒田港国際コンテナターミナル）では、
令和7年4月より、ＣＯ２フリー電⼒を使⽤する予定である。

高砂ふ頭

港湾施設における電⼒使⽤量※の約40％

港湾事務所（海洋センター含む）

港湾施設における電⼒使⽤量※の約15％

【電⼒プランイメージ】

▶ 他のふ頭等の電⼒についても、今後ＣＯ２フリー電⼒使⽤について検討する。

海洋センター

※ 定額電灯（街路灯等）を除く

コンテナクレーン

リーファーコンセント
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③ バイオマス発電 , ④ 次世代バイオディーゼル燃料

(出典)東北電⼒株式会社ホームページ（プレスリリース）より

(出典)株式会社ユーグレナホームページ（ニュースリリース）より

 カメイ株式会社取扱商品
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酒田港港湾脱炭素化推進計画の主な変更事項

 港湾脱炭素化促進事業を変更および追加する。
凡例

： 温室効果ガスの排出量の削減並びに吸収作用の保全及び強化に関する事業

： 港湾・臨海部の脱炭素化に貢献する事業

照明のLED化・港湾施設の再エネ電力化・
太陽光発電設備の導入
【山形県(港湾管理者)】

風力発電 【(同)JRE新酒田風力】

風力発電 【コスモエコパワー㈱】

風力発電 【コスモエコパワー㈱】
水素吸蔵合金を用いた水素貯蔵容器の製造・販売
【日本重化学工業㈱山形事業所】

次世代バイオディーゼル供給事業 【カメイ㈱】

臨港道路照明のLED化・

事務所等の再エネ電力化
【山形県(港湾管理者)】

水素ボイラーの導入 【東北東ソー化学㈱酒田工場】

太陽光発電設備の導入・工場の再エネ電力化
【花王㈱】

工場の再エネ電力化
【TDKエレクトロニクスファクトリーズ㈱】

電動フォークリフトの導入 【酒田海陸運送㈱】

水素ガス発生装置運営事業 【東邦アセチレン㈱】

石炭火力発電におけるバイオマス混焼 【酒田共同火力発電㈱】

バイオマス発電 【サミット酒田パワー㈱】

バイオマス発電 【鳥海南バイオマスパワー㈱】

メガソーラー 【酒田港メガソーラーパーク(同)】

洋上風力発電 【山形遊佐洋上風力(同)】

基地港湾の整備【国土交通省・山形県(港湾管理者)】

⾚字︓追加案件
⻘字︓変更案件
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温室効果ガスの排出量の削減並びに吸収作用の保全及び強化に関する事業

実施主体︓⼭形県（港湾管理者）
事業の効果

ＣＯ２削減量※︓
ふ頭内 １７８トン/年
ふ頭外 １１０トン/年

区分 事業名 実施期間

変更
ふ頭内 港湾施設の再エネ電⼒化 (変更前)

未定
(変更後)
2025年度〜ふ頭外 事務所等の再エネ電⼒化

追加 ふ頭内 太陽光発電設備の導入 2025年度〜

変更
なし

ふ頭内 上屋照明のLED化 2021年度〜2026年度

ふ頭外 臨港道路照明のLED化 2021年度〜2027年度

変更概要  港湾施設・事務所等の再エネ電⼒化について、開始時期の確定に伴う変更
 太陽光発電設備導入について、新規着手による追加

区分 対象施設 排出種別 CO2排出量※ 今後の方針

ふ頭内 上屋、コンテナクレーン等 電気 １７８トン/年 当事業に基づき、高砂ふ頭・港湾事務所以外へ拡大

ふ頭外 事務所・道路照明等 電気 １１０トン/年

ふ頭内 荷役機械 軽油 3７トン/年 低・脱炭素燃料の使⽤、電動化、水素燃料化などを検討

ふ頭外 事務所等 ガソリン・重油等 ３６トン/年

※ 2013年度（基準年度）のCO2排出量

計画における山形県（港湾管理者）のCO2排出量と今後の方針

酒田港港湾脱炭素化推進計画の主な変更内容

※ 2013年度（基準年度）に対する削減量
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令和７年度（要求）︓太陽光発電設備導⼊のための実施設計
令和８年度（予定）︓太陽光発電設備の設置⼯事

高砂ふ頭への導⼊イメージ

太陽光発電設備 →

 令和７年度当初予算に高砂ふ頭への太陽光発電設備導入のための設計費を要求している。

令和７年度当初予算 要求中

太陽光発電設備の導入
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港湾・臨海部の脱炭素化に貢献する事業（1/2）

酒田港港湾脱炭素化推進計画の主な変更内容

変更概要  バイオ燃料供給プロジェクトについて、取扱商品の拡大に伴う変更
 新たに取組みが開始する水素ガス発生装置運営プロジェクトを追加

事業名等 位置 実施主体 規模 実施期間 事業の効果

変更
バイオ燃料供給プロジェクト タンク所在:

宮城県塩
釜市

カメイ㈱
庄内⽀店

タンク２基 2023年度〜 ＣＯ２削減量︓
20% 0.5トン/KL
51% 1.3トン/KL次世代バイオディーゼル供給事業

▶これまでの商品は２０％混合のみであっ
たが、今後５１％混合も販売する

追加
水素ガス発生装置運営プロジェクト 本港地区 東邦アセチ

レン㈱
300Nm3/h
×２基

2025年8月
稼働(予定)

水素供給可能量︓
４６０トン/年東邦酒田水素㈱

(出典)NETIS新技術情報提供システム
(技術名称︓次世代バイオディーゼル燃料サステオ(軽油代替燃料))

東邦酒田水素株式会社

(出典)東邦アセチレン株式会社 News Release
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港湾・臨海部の脱炭素化に貢献する事業（2/2）

酒田港港湾脱炭素化推進計画の主な変更内容

変更概要  新たに取組みが開始する洋上風⼒発電プロジェクトを追加

現 況 基地港湾利⽤イメージ 風⾞建設イメージ

(出典)国⼟交通省港湾局HP 〜洋上風⼒発電設備ができるまで〜

事業名等 位置 実施主体 規模 事業期間 事業の効果

追加

洋上風⼒発電プロジェクト
基地港湾の整備 外港地区 国⼟交通省 岸壁230m、

航路･泊地22.6ha
2024年度〜 再生可能エネル

ギーの発電︓
13億kWh/年山形県(港湾管理者) 防波堤(波除)175m、

ふ頭⽤地6.1ha
洋上風⼒発電 遊佐町沖 山形遊佐洋上風⼒(同) 15MW×30基(450MW) 2030年度〜

部材の保管・組⽴ SEP船による基礎設置

SEP船による風⾞設置
SEP船への積込

重貨物船による部材搬入（R6.9.4撮影）

外港地区
大浜⻄ふ頭

(公社)日本港湾協会撮影
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洋上風⼒発電事業の概要

 酒田港は令和6年4月26日に国⼟交通大臣より基地港湾※の指定を受けた。
※ 海洋再⽣可能エネルギー発電設備等取扱埠頭（洋上風⼒発電設備の設置及び維持管理に利⽤される埠頭）を有する港湾

洋上風⼒発電に係る促進区域等の位置図(令和７年１⽉現在）

[令和6年12月24日事業者選定]

[令和6年12月24日事業者選定]

（出典）国土交通省港湾局資料を⼀部加⼯
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利用開始

岸壁

航路・泊地

波除堤

ふ頭用地

埋立護岸(関連)

直
轄

県

▼
R5d R6d R7d R8d R9d R10d

【スケジュール（予定）】

230m

B’

B

航路・泊地
(水深12m)

防波堤（波除）
(175m)

（補助事業）

埋⽴護岸
(起債事業)

834m

23
0m

風⾞組⽴時に部材の仮置き等
で一体的に利⽤される区域
（26ha）

風⾞組⽴と大規模補修のため
最⻑30年間貸付する区域
（8ha)

岸壁(水深12m)(地耐⼒強化)

泊地(水深12m)

大浜⻄ふ頭

ふ頭⽤地
(起債事業)

洋上風⼒発電基地港湾整備の概要
【事業箇所図】
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洋上風⼒発電基地港湾の整備状況
（直轄事業）
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令和6年度の洋上風⼒発電基地港湾の整備状況

◆撤去工（既設護岸上部・基礎ブロック類）
◆地盤改良工（深層混合処理工法、磁気探査(鉛直)）
◆築造工（裏込石・ケーソン撤去・

鋼管製作、打設）

仮設道路

地盤改良工
（深層混合）

築造工
（裏込石・ケーソン
撤去、鋼管製作、打設）

撤去工
（既設護岸上部・基礎ブロック類）
《被覆・根固ブロック・基礎石》

：用地所得範囲

1:
1.
5

1:
1.
2

7.00 9.00

1:2

H.W.L. ＋0.50R.W.L. ＋0.50

上部コンクリート

ケーソン（L20.0×B9.0×H8.5）

裏込石

基礎捨石（200～500kg/個）

+3.80

+5.00

+3.00

8.80

-8.00

防砂シート

+1.50

0.25

土留壁

7.25

-13.00

24.95

埋立法線施工法線地盤改良工（深層混合）

築造工（裏込石・ケーソン撤去・鋼管矢板製作、打設）

H.W.L. ＋0.50R.W.L. ＋0.50

ケーソン（L20.0×B9.0×H8.5）

裏込石

基礎捨石（200～500kg/個）1:
1.
5

1:
1.
2

7.00 9.00

1:2

+5.00

+3.00

8.80

-8.00

防砂シート

+1.50

0.25

土留壁

7.25

-13.00

24.95

埋立法線施工法線

+3.80

撤去

撤去

鋼管製作・打設

-20.00

撤去工（既設護岸上部・基礎ブロック類）

提供：東北地方整備局酒田港湾事務所

 令和６年度は、既設護岸上部や⽔中のブロックの撤去⼯事、
ならびに、地盤改良⼯事、鋼管⽮板の製作などを⾏っている。
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令和6年度の洋上風⼒発電基地港湾の整備状況

⼯事着手前（令和6年8月）

現況（令和7年1月）
提供：東北地方整備局酒田港湾事務所

 令和６年夏より岸壁部分の⼯事について着⼯しており、
現在は地盤改良⼯事を主に⾏っている。



撤去⼯（令和6年11月） 基礎捨⽯撤去（令和6年11月）

上部⼯撤去（令和6年11月） 上部⼯撤去後（令和6年12月） 24

令和6年度の洋上風⼒発電基地港湾の整備状況
提供：東北地方整備局酒田港湾事務所 既設護岸の上部の撤去、基礎ブロックの撤去の様子。
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令和6年度の洋上風⼒発電基地港湾の整備状況

試験施⼯（令和6年12月）

地盤改良⼯（令和7年1月）

地盤改良工（深層混合）

提供：東北地方整備局酒田港湾事務所 地盤改良⼯事を進めている現場の様子。
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まとめ

⼭形県水素ビジョン⼭形県エネルギー戦略

脱炭素化に関する新たな情報や構想・相談などありましたら、事務局へご連絡願います。

 計画を実施するための視点を以下のとおり整理した。

• LED化、電動化、再エネ電
⼒利⽤、水素燃料化

CO2削減量︓
２．８万トン/年

※2

酒田港のCO2排出量削減︓４２．１万トン/年 計画期間︓２０５０年度まで
目
標

方
針
・
将
来
構
想

• バイオマス、太陽光、陸上風⼒、
洋上風⼒

• バイオ燃料供給
• 水素貯蔵容器製造
• 水素ガス発生装置運営設備容量︓約６１万kW

発電規模︓約２２億kWh/年

利
⽤具体化

• 各種設備の再エネ電⼒利
⽤および次世代エネルギーへ
の燃料転換

• CO2吸収作⽤の強化

具体化 具体化

• 再エネ由来水素の製造
• CO2の回収・利⽤
• 次世代エネルギーの運搬・供給

• 再エネ発電設備の拡大
• 燃料・部材等の増加に対応する

港湾の利⽤

再生可能エネルギー再生可能エネルギー 次世代(水素等)エネルギー次世代(水素等)エネルギー

※1 港湾脱炭素化促進事業を意味する。 ※2 事業活動に伴う電気・燃料使⽤量の変化や電気排出係数の減少による削減等も含んでいる。

※1

酒 田 港 港 湾 脱 炭 素 化 推 進 計 画

関連

水素製造︓5,112千Nm3/年

⾚字︓今回変更を反映



⼭形県エネルギー戦略（令和６年９月⾒直し）

⼭形県水素ビジョン（令和６年３月）

＜山形県における水素社会のイメージ＞

○ 「ゼロカーボンやまがた
2050」実現の一翼を担う
エネルギーとして期待され
る水素の利活⽤を推進し
ていくため、本県の目指す
べき姿を明らかにするととも
に、取組みの方向性を示
すこととしたもの。

28

○ 「山形県エネルギー戦略」の策定（H24.3月）から12年が経過し、
県内において着実に再エネ導入が進んできた一方、カーボンニュートラル
実現の必要性や、エネルギー資源価格の高騰への対応など社会情勢の
変化から、一層の再エネ導入を図る必要が生じてきたため、開発目標を
⾒直し。

再エネ開発の方向性

１.５倍

・ 洋上風⼒や地熱など、大規模かつ安定的なエネルギーを生み出
す電源の開発を促進するとともに、自家消費型太陽光発電など
分散型の電源・熱源の導入をこれまで以上に進める。加えて、水
素等の新技術の導入促進を図りながら、再エネ導入を加速。

（参考）関連計画の概要


